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　ひたちなか市における住宅団地居住者の持ち家取得行動
一企業内デベロッパーが開発した柏野団地とさわ野杜団地を事例として一

平井誠・鄭美愛・村山祐司

キーワード：持ち家取得行動，住宅団地，企業内デベロッパー，ひたちなか市

工　はじめに

　茨城県ひたちなか市は，勝田市と那珂湊市の合

併によって1994年に成立した人口約15万（1999年

現在）の都市である。JR勝田駅周辺に日立製作所

の5つの工場が立地しており，日立市とともに茨

城県北部の主要な工業地域を形成している。この

ような企業城下町では，工場の周辺に寮・杜宅な

どの給与住宅が分布しその外縁部に住宅地が広が

る都市構造を形づくる1…。

　先進国における主要企業の福利厚生事業につい

て検討した平嶋（1998）は，欧米では社宅という

制度がみられないと指摘している2ユ。雇用主であ

る企業が従業員の住居を提供する給与住宅制度

は，日本企業の従業員に対する福利厚生策の中で

もきわめて特徴的なシステムである。

　給与住宅は，明治20年代に紡績業や鉱業におい

て工女や職工を収容するための寄宿舎として発生

した3〕。第二次世界大戦後の経済復興期には，農

村部から流入した労働力の住宅需要に都市部の住

宅供給がおいつかないことを背景として，企業は

労働力を確保するために福利施設の拡充を図り，

給与住宅を建設した4j。しかし，1960年代以降，

賃金制度の合理化や福利政策の効率化などを目的

として，多くの企業では社宅制度から持ち家制度

へと住宅政策を転換した引。

　この住宅制度の転換は，従業員の居住地移動に

も少なからぬ影響を与えた。大規模工場の従業員

の居住地移動を企業の住宅対策と関連づけて検討

した片瀬一申林・生田（1984）は，従業員の居住

地移動によって持ち家化が進展することを明らか

にし，その中に独身寮→社宅→持ち家という移動

パターンが存在することを指摘している6〕。この

移動パター一ンでは，給与住宅は持ち家を取得する

までの一時的な住居として位置づけられる7〕。

　持ち家取得を促進するために多くの企業が社宅

定年制の導入や住宅資金の貸付制度，住宅および

土地の分譲制度などの様々な方策を実施してい

る呂〕。なかでも，大規模な企業では不動産関係の

子会社を設立し，その子会社が住宅団地を開発し

分譲を行うことで従業員の持ち家取得を促進して

きた。日立製作所も例外ではなく，ひたちなか市

内には子会社によって開発された複数の住宅団地

が存在している。

　このような不動産関係の子会社を「企業内デベ

ロッパー」と呼称した長谷川（1999）は，かつて

親会社の従業員だけを対象として活動していた企

業内デベロッパーが，近年ではそれに加え一般向

けへと活動を広げ，その役割が変質したことを指

摘している9〕。

　このような転換によって，同一の企業内デベ

ロッパーが開発した住宅団地でも，その開発時期

によって居住者の属性に差異がみられることが予

想される。企業内デベロッパーは元来，従業員の

持ち家取得を促進するために活動していたことを

考えると，居住者の持ち家取得行動，すなわち片
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瀬ら（1984）が指摘した持ち家取得に至る住宅所

有形態や持ち家への移動理由などに，変化が生じ

ていると考えられる。しかし，このような企業内

デベロッパーの役割の変質をふまえた上で居住者

の持ち家取得行動をとらえた研究はきわめて少な

い。

　埼玉県川越市で郊外世帯の居住地移動を検討し

た川口（ユ997）は，持ち家取得後に住居移動のモ

ビリティーが極端に低下することから，持ち家取

得が住居移動のゴールとなっていることを指摘し

ているm。つまり，住宅団地が開発された当時に

入居し，現在もそこで生活している居住者の多く

は，持ち家取得に関して住宅団地開発当時の状況

を保持していると考えられる。

　時代とともに変容を遂げた企業内デベロッパー

の役割の変化を理解し，その前後において開発さ

れた住宅団地を取り上げ，そこに居住する世帯の

持ち家取得の過程を調査することで，同一の企業

内デベロッパーによって開発された住宅団地居住

者の持ち家取得行動が時代によってどのように変

化したのかを解明することができるであろう。

　以上のことをふまえ，本報告では日立製作所の

企業内デベロッパーである株式会社日立ライフに

よる住宅供給の変遷に注目する。開発年代の異な

る2つの住宅団地を取り上げ，居住者の持家取得

行動の変化を明らかにすることが本報告の目的で

ある。

　次章ではひたちなか市の人口分布および人口移

動について概観する。皿章では，日立製作所の企

業内デベロッパーとして位置づけられる株式会社

日立ライフ（以下，日立ライフ）による住宅供給を

検討する。日立製作所および日立ライフの社史を

用いて，日立製作所の住宅政策の変遷と日立ライ

フによる住宅供給の時系列的な変化を考察し，持

ち家取得行動を調査する2つの住宅団地を選定す

る。w章では，事例住宅団地において実施したア

ンケート調査（1999年5月）をもとに，持ち家取得

までの住宅所有形態の変化や前住地から現住地へ

の移動理由などを分析する。それをもとに，彼ら

の持ち家取得行動とその変化を明らかにする川。

皿　ひたちなか市の人口特性

　ひたちなか市においては，JR常磐線，国道6

号線および国道245号線が市域を南北に縦断し，

茨城交通湊線が勝田地区と那珂湊地区を結んでい

る。合併以前は」R勝田駅周辺および那珂湊駅周

辺部が中心地を形成していたが，近年では市役

所，警察署，銀行をはじめとする行政，金融，商

業の諾施設は勝田駅から東へ伸びる昭和通り沿い

に集中しつつある（第1図）。

　1995年の国勢調査によると，ひたちなか市は人

ロユ46，750を有し，茨城県内で第4位の都市であ

る。ひたちなか市の人口は，ユ975年以降一貫して

増加してきた（第1表）。この変化を勝田地区およ

び湊地区に区分してみると，湊地区では人口が

ユ980年を境に減少傾向にある一方，勝田地区では

著しく増加している。したがって，ひたちなか市

の人口増加は勝田地区の人口増によってもたらさ

れている。

　第2図は，1995年における勝田地区および湊地

区の人ロピラミッドを示している。勝田地区は25

－29歳，および45－49歳人口を中心とした生産年

齢人口が多く，65歳以上の高齢人口は少ない。一
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第1図　研究対象地域（1999年）
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方，湊地区は30歳以下に比べ50歳以上の人口が多

く，相対的に高齢者の占める割合が高い。勝田地

区の高齢人口比率は9％であるのに対し，湊地区

のそれは18％に達しており，両地区の年齢構成の

差異は顕著である。

　人口規模および年齢構成の面で，勝田地区と湊

地区の間には明確な差異が認められる。この差異

は，勝田地区に立地する工場が吸引する労働力の

存在と関連していると思われる。以下では，日立

製作所の工場が立地している勝田地区に注目しな

がら，ひたちなか市の人口特性について町字別に

検討する。

第1表　ひたちなか市の人口変化（1975－1995年）

ひたちなか市 勝田地区 湊地区
年

人口 増加率 人口 増加率 人口 増加率

1975 ユユ3，！43 1．00 79，996 1．00 33，！47 ！．00

！980 ユ25，945 1，1ユ 92，62ユ 1．16 33，324 1．01

1985 ユ35，774 1．20 102，763 ！．28 33，0！ユ 1．OO

ユ990ユ42，402 ！．26 109，825 1．37 32，577 O．98

1995 ！46，750 1130 1ユ4，820 ！．44 31，930 O．96

　ひたちなか市では，第三次産業従事者が全就業

者の57．7％を占めるが，彼らは市の全域に分散し

ている。第二次産業従事者の割合はひたちなか市

全体では38．ユ％で，茨城県全体（35．2’％）を2，9

ポイント上回っている。町字別にみた第二次産業

従事者の割合を第3図に示す。第二次産業従事者

の割合は，勝田地区のほぼ全域と湊地区の海岸沿

いの地区で高いが，勝田地区の中でも青葉町，長

堀町，田彦で特に高い。また，湊地区の海岸部も

高い値を示すが，これは那珂湊漁港で水揚げされ

た魚介類を加工する水産加工団地がこの地域に存

在することを反映している。

　湊地区の中でもひたちなか市の特産品である干

しいもの原料であるサツマイモの栽培の盛んな部

田野や那珂川の低地を利用した農業が行われてい

る柳沢などでは第二次産業従事者の割合は低く，

第一次産業従事者の割合が高い。

　住居の所有形態をみると，勝田駅周辺および工

場立地地区をのぞく市域のほぼ全域で，一般世帯

数に占める持ち家居住世帯の割合が高い（第4

注）勝田地区は旧勝田市を，湊地区は旧那珂湊市をさ

す。合併によるひたちなか市の成立はユ994年！！月。

　　　　　　　　　　　　　（資料：国勢調査）
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　第2図　ひたちなか市の人ロピラミッド
　　　　　（1995年）

　　　　　　　　（資料：国勢調査）

　　　　　注）勝日ヨ地区は旧勝田市を，湊地区は旧

　　　　　　　那珂湊市を指す。
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第3図　ひたちなか市における町字別にみた

　　　　第二次産業従事者割合（1995年）

　　　　　　　（資料：国勢調査）

　　　　注）［第二次産業従事者割合コニ［第二次産

　　　　　業従事者数］÷〔！5歳以上就業者数］×

　　　　　100。
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図）。ひたちなか市全体では持ち家に居住する世

帯の割合は63％であるが，それ以上の値を示す地

域も数多く存在する。これらは，土地区画整理事

業や，日立ライフなどの民間のデベロッパーに

よって住宅地開発が行われた地区である。対照的

に，勝田駅周辺の地区では持ち家居住世帯の割合

がきわめて低い。これらの地区では給与住宅居住

者の割合が高い。

　次に，世帯構成の地域差を把握するために単身

世帯に着目すると，勝田駅周辺および工場周辺と

那珂湊駅周辺の地区でその割合が高いことが指摘

できる（第5図）。持ち家の割合が低い勝田駅の周

辺地区で単身世帯の割合が高いことは，これらの

地区において単身者は給与住宅や借家などに居住

していることを示唆する。また，湊地区の人口高

齢化が進展していることを考慮すると，那珂湊駅

周辺における単身世帯の割合の高さは，単身高齢

者が多数居住していることを示唆する。

　以上の分析から明らかなように，勝田地区と湊地

区の人口特性には明確な差異が認められる。特に，

勝田地区の中でも勝田駅周辺および工場周辺部に明

瞭な特徴がみいだされた。すなわち，この地域では

単身世帯の割合が高く，持ち家に居住する割合が低

く，かつ第二次産業従事者の割合が非常に高い。後

述するように，この地区には日立製作所の寮・社宅

が集中している。このような給与住宅の存在が勝田

地区の人口構造をより特徴づけている。

　次にひたちなか市全体の人口移動（1997年1月

からユ2月）についてみると，転入者数は6，705人，

転出者数は6，778人であり，転入と転出がほぼ均

衡していた。茨城県およびひたちなか市における

移動者の性別および年齢を第6図に示した。茨城

県およびひたちなか市における移動者のピラミッ

ドの形状は類似している。ともに20歳代の移動が

もっとも活発である。特にひたちなか市では全転

入者の45％，転出者の39％を20歳代の移動者が占

める。年齢が上昇すると移動者数は減少し，65歳

以上の移動者数が少ない点も共通している。しか

し，転出・転入の状況に関しては，茨城県とひた

ちなか市で若干の違いがみられる。茨城県全体で

は，ユ5－19歳をのぞくすべての年齢階級で転入超

過となっている。これは，県南部を中心とした人
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第4図　ひたちなか市における町字別にみた

　　　　持ち家世帯の割合（1995年）

　　　　　　（資料：国勢調査）

　　　　注）［持ち家世帯の割合コ＝［持ち家世帯

　　　　　数］÷［一一般世帯数］xl00。
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第5図　ひたちなか市における町字別にみた

　　　　単身世帯の割合（1995年）

　　　　　　（資料：国勢調査）

　　　　注）［単身世帯の割合コ＝［単身世帯数］÷

　　　　　　［一般世帯数］×100。
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口流入が原因である。一方ひたちなか市では，ほ

とんどの年齢階層では転出と転入が均衡ないしは

転出超過であるのに対して，20歳代のみが転入超

過を示す。これは新規就職などによる他地域から

の流入が原因であると推察される。

　これらの移動の相手先を検討するために，第7

図を作成した。茨城県外の地域との移動はすべて

都道府県単位で表章されるという資料の制約か

ら，他都道府県との移動および茨城県内の市町村

との移動に区分して検討する。

a）茨城県
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b）ひたちなか市
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第6図
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茨城県およびひたちなか市における年齢階級別移動者数（1997年）

　　　　　　　（資料：茨城県常住人口調査）

注）市内移動は含まない。

a）他都道府県との転出田転入関係
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ひたちなか市における人口移動とその相手先地域（1997年）

　　　　（資料：茨城県常住人口調査還元データ）

注）「国外」は，日本国外への転出および国外からの転入を意味する。
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　他都道府県との移動は全体的にはそれほど多く

なく，転入超過となる県がいくつかみられるもの

の，転入移動，転出移動がほぼ均衡している。量

的に多いのは，東京都，千葉県，神奈川県，埼玉

県および「国外」との移動である三2）。特に東京都

はひたちなか市からの転出者が多い。ひたちなか

市は茨城県の北部に位置しているにもかかわら

ず，周辺の県（福島県や栃木県など）との移動は

少なく，東京都を中心とした東京大都市圏との移

動が卓越している。また，茨城県内他市町村との

移動に関しては日立市からの転入超過が顕著であ

るが，その他の市町村に対しては転出超過である

場合が多い。特に，水戸市，那珂町，常陸太田市

など近隣の市町への転出が多い。

　資料の制約のために，ここでは年齢と移動の相

手先地域を関連づけた検討はできないことに加

え，市内移動が不明であるため安易な推測はでき

ない。しかし，ひたちなか市では20歳代が大幅な

転入超過であり，その他の年代はわずかに転出超

過の傾向があること，転出移動の傾向として，東

京都および茨城県内の近隣市町村への移動が多く

みられることから，大まかにみると20歳代で他地

域より転入し，一定期間を経てその一部が近隣の

市町村へ転出していく，というパターンの存在が

示唆される。

N㍉

　　　　　　　　　　従業員数（人）

囚珂 東海村

皿　企業内デベロッパーによる住宅供給

　前章の分析から，ひたちなか市の中でも勝田駅

周辺および工場周辺の人口構造が非常に特徴的で

あることが明らかとなった。このような特徴は勝

田駅周辺に立地する日立製作所の工場の存在と密

接に関わっている。

　日立製作所A工場の従業員の居住地分布をみる

と，ひたちなか市に居住している者がもっとも多

く，882名（62．4％）を占めている（第8図）。こ

のことは，日立製作所の従業員を受け入れる住宅

がひたちなか市内に十分に整備されていることを

意味する。ひたちなか市において，その役割を

担ってきたのが日立製作所の子会杜である日立ラ

イフである。

笠間

○　　　　戸布へ
　　　　　　　　　　　〉　　　ひたちなか市

ズ友㌣・二姦町（882人）

暴　　茨城町

第8図　日立製作所A工場従業員の居住地
　　　　（1999年）

　　　　　　（資料：A工場名簿）

　　　　注）総数ユ，414名，従業員数が10名以上の

　　　　　市町村のみ示した。

　日立製作所の企業内デベロッパーである日立ラ

イフは，従業員に住宅を供給することを目的とし

て1939（昭和14）年に株式会社日立土地として設立

された’3）。設立以来，住宅や寮・社宅の建設をはじ

め，入居者に対する食品や生活雑貨の小売り，工

場や寮内の食堂の経営など，日立製作所の従業員

に対する福利政策を実行するための様々な業務を

行ってきた。現在の業務は，不動産事業，木材事

業，商品サービス事業，フードサービス事業など

多岐にわたっている。本章では，日立ライフの

もっとも基本的な業務であり，本報告の目的と関

連する住宅供給（不動産事業）について検討する川。

　日立ライフによって供給された給与住宅はユ999年

現在，独身寮および世帯用の杜宅がそれぞれ1，623

部屋，716戸が用意され，その利用率は高い15；（写

真1）。現在は給与住宅の需要と供給のバランス

がとれており，希望する従業員のほぼ全員が入居

可能であるという。

　日立ライフによって供給された給与住宅および

住宅団地のユ999年現在の立地状況を第9図に示し

た。ただし，給与住宅に関しては，ひたちなか市

内に立地する5工場の従業員が居住しているもの

のみを示した。給与住宅は，工場の立地する高

場，田彦，市毛の各地区およびJR常磐線を挟ん
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で勝田工場の向かいに位置する青葉町，石川町，

東石川町，笹野町に分布している。青葉町，石川

町などはもともと日立製作所が土地を所有してい

た地域である。そのため寮のみならず日立製作所

水戸総合病院や，日立ライフの経営するスーパー

マーケットなどもこの地域に立地している16〕。

　住宅団地はユ999年5月までに計3，036区画が分

譲された。市域北部の柏野団地（526区画）および

隣接するさわ野杜団地（480区画）がひたちなか市

の中でも特に大規模な開発である。工場の周辺に 写真1　日立製作所の独身寮（青葉町）

　　　（ユ999年5月24日　平井撮影）

麗日立製作所　工場

噌：水戸工場

望：那珂工場

藪：勝田工場

遜：佐和工場

蟻：東海工場

さわ野杜

　　　　　　　　　　遜

　　　駒形
　　　　　　　　田彦
　　津困ハ軒
　　津田西山1醐
　　　　／壁　↓

天神山　　　　　騒

　　　　　市毛

槍野

「

二
仁）

向野

　　　乍

0　　　　　　　　　3km

、ノ｝’　・一
　　　　　　　常陸那珂港

J　　　　　　＿＿＿＿　　．．＿

青葉＼

国道6号

JR常磐練

　　　　　　500

　　　　　　200
　　　　　　100
　　　　　　50

住宅団地（区画数）

　駒形：団地名

！■

新堀　＼

　　　　500
　　　　250
　　　　100
　　　　　50
　　　　　10

◎寮（部屋数）

○杜宅（戸数）

石川：町字名
園道

245号
斗　　　　　’那珂湊漁港
　　　L』L　⊥…■■⊥■　■

　　　　第9図　ひたちなか市における日立ライフによる住宅供給（1999年）

　　　　　　　　　　　　　　（日立ライフ資料より作成）

注）寮・社宅は，ひたちなか市の5工場の従業員が居住する部屋数・戸数を■町・字別に集計した。

　住宅団地は，50区画以上の分譲が行われた開発のみを示した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　一1王7一



給与住宅が立地しその外縁に住宅団地が分布して

いることが確認できる。日立ライフによる住宅団

地開発が津田西山団地や，柏野団地のように市域

の縁辺部に位置しているのは，「勝田方式」と呼ば

れる都市開発によって，市街化区域に含まれる中

心部の開発が区画整理事業を中心として行われた

ためであると考えられる。

　次に，これらの住宅供給がどのように行われた

のかを，日立製作所の住宅政策と関連づけながら

考察する。ひたちなか市勝田地区における，日立

ライフによる住宅供給を第10図に示した。日立ラ

イフが現在管理してい・る住宅の中でもっとも古い

のは，1958年に建設された寮である。勝田地区に

は，1940（昭和15）年に水戸工場が開設されてい

たが，1960年以降，勝田駅西部の国道6号線に

沿って那珂工場，勝田工場，佐和工場，東海工場

が次々と開設された。工場の規模拡大に対して

寮・社宅の整備は遅れていたため，1970年代前半

まで寮・社宅の建設が継続された17〕。

　日立製作所は従業員に対する住宅対策とし

て，1958年に「住宅等建売分譲取扱規程」を制定

した。その目的は『会杜が住宅用地を購入し家屋

を建築し，敷地とともに従業員に分譲する』こと

であり，この規定によって，日立製作所が従業員

の自家取得を推進することが明確化された。1963

年には「日立住宅総合対策」が発表され，住宅預

金制度，宅地分譲制度および小規模住宅建売分譲

制度などが実行に移されだ8）。

　特に，小規模住宅建売分譲制度は，小規模世帯

を対象として比較的小さな住宅を購入しやすい価

格で供給するもので，若い労働者にも住宅購入を

促進させるものであった。ユ963年の津田西山団

地，1964年の柏野団地の建設以降，1970年代前半

まではこの方針による住宅開発が継続され，100区

画を越える大規模な開発が進められた。第9図に

示した住宅団地のうち，さわ野杜団地をのぞく多

くの住宅団地がこの時期に建設されている。この

時期に開発された住宅団地は，開発の経緯からも

明らかなように，日立製作所の従業員を対象とし

て建設され，彼らを対象として分譲が行われた醐。

　ユ971年に「勝田市総合開発計画」が制定された。

一般に「勝田方式」と呼ばれるこの都市開発では，

市街化区域内の開発は市や組合施工による土地区

画整理事業を中心として進めることとし，民間業

600

500

400

300

200

100

那勝　　　　　佐珂田　　　　　　和　　　　　　　　　　　　　　　　　　鰯寮（部屡数）　　　　国社宅（戸数）

毒毒　　毒　　　　　　　酬離宅（区画数）
闘關
設設 東

海
工

場

開

設

1958　I60 　　’65　　　　　　　　　　’70　　　　　　　　　　’75　　　　　　　　　　－80　　　　　　　　　　’85　　　　　　　　　　’90　　　　　　　　　　195　　　　　　　’99

第ユO図　勝田地区における日立ライフによる住宅供給（1958－1999年）

　　　　　　　　　　（日立ライフ資料より作成）

注）水戸工場の開設は！940年。分譲住宅は，当該年度の販売区画数を示した。
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写真3　さわ野杜団地の景観
　（2000年2月ユ3日　平井撮影）

団地での配布世帯数および回収世帯数は第2表の

通りである。また，より詳細な情報を得るため

に，調査票の配布と同時に，入居者に対する聞き

取り調査を実施した。

　本章では，事例地区居住世帯の持ち家取得行動

に注目するために，本調査から得られたデータの

なかでも特に世帯主の最終学歴卒業時から現住地

に入居するまでの移動に着目して分析を行う。

第2表 事例地区における調査票の配布・回

収状況（1999年5月）

v　持ち家取得行動の変化

事例地区

柏野団地

さわ野杜団地

配布世帯数

285

280

匝1収世帯数

82

59

酬又率（％）

28，8

21．ユ

　本章は，1960年代における持ち家取得行動の事

例として相野団地居住者を，1990年代については

さわ野杜団地居住者を取り上げる。

注）さわ野杜団地は常盤台団地の配布66世帯，回収

　12世帯を含む。

　　　　　　　　　（アンケート調査より作成）

　v－1　調査方法の概要

　居住者の持ち家取得に至る移動経歴，住宅所有

形態や移動理由などのデータを収集するため

に，ユ999年5月にアンケート調査を行った。調査

対象者は居住世帯の世帯主であり，調査項目は家

族構成，世帯主の属性，現住地に関する項目，移

動経歴である23）。

　調査票は柏野団地およびさわ野杜団地に居住す

る世帯のポストヘ配布し，郵送で回収した刎。各

　V－2　1960年代の持ち家取得

　　　　　一柏野団地の事例一

　一）移動圓数

　第3表に，柏野団地居住世帯の世帯主につい

て，最終学歴卒業時から現住地に移動するまでの

移動回数および入居時の年齢を示した。入居まで

の移動回数は2回（24，4％），3回（22．O％）の

場合が多く，卒業後最初の移動が柏野団地への入

居である者（1回）もユ7．1％を占める。全体的な

第3表 柏野団地居住世帯における移動回数と入居時の年齢

単位：回答数

移動回数 回答数 ％
現住地へ移動した時の年齢（歳）

20－24 25－29　30－34 35－39 40－44 45一 不明

1 ！4 ユ7．1 3 5 2 1 ！ 2
2 20 24．4 ユ ！2 6 1
3 ユ8 22．O 10 6 2
4 ユ3 15．9 7 3 2 ユ

5 8 9．8 3 ユ 1 2 1
6回以上 7 8．6 1 2 玉 3
不明 2 2．4 2
合計 82 100．O 5 37 20 5 6 5 4

注）空欄は0を意味する。 （アンケート調査より作成）
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傾向として，柏野団地に入居するまでの移動回数

は少ない。

　入居時の年齢をみると，25－29歳（45．ユ％），30

－34歳（24，4％）時に柏野団地に入居した場合が

卓越している。この年齢階層の移動者の移動回数

は少なく，2回あるいは3回目の移動で柏野団地

に入居する場合が多い。

　また，移動時の年齢が上昇すると移動回数も増加

する傾向が認められる。特に，入居時の年齢が40歳

以上になると移動回数が5回を超える者が多く存在

する。これは転勤などによる移動の経験を反映して

いると考えられるが，このような経緯を経て柏野団

地に移動した者の割合は10％に満たない。

　2）最終学歴卒業時の居住地

　柏野団地居住世帯の世帯主の最終学歴および卒

業時の居住地を第4表に示した。世帯主の最終学

歴は，高等学校卒が74名中47名（63．5％），つい

で中学校卒が23．O％を占める。大学等の高等教

育機関卒業者が少ないのは，当時の進学率などを

反映していると考えられる。

　最終学歴を中等教育（中卒および高卒），高等教

育（大卒以上）に区分して卒業時の居住地を検討

すると，中等教育卒業者64名中40名（62．5％）が

第4表柏野団地居住世帯における世帯主
　　　　の居住地（最終学歴卒業時）

卒業時に茨城県内に居住していた。彼らの多くは

日立市，ひたちなか市（勝田市・那珂湊市），水戸

市，東海村，常陸太田市などの近隣の市町村に居

住していた。

　申等教育卒業者の中には，秋田県，岩手県，福

島県などの東北地方に居住していた者もみられ

る。彼らは，高度経済成長期にいわゆる「金の卵」

として都市部で就職するために移動を行った者で

あると推測される25〕。しかし，このような者は少

なく，全体の10％程度である。また，高等教育卒

業者に関しては数も少ないため地域的な傾向を把

握することはできない。

　柏野団地居住者の最終学歴卒業時の居住地は，

日立市・ひたちなか市をはじめとする茨城県内に

偏って分布していたことが明らかである。

　3）前住地から現住地への移動

　柏野団地居住世帯の前住地の分布をみると日立

市が最も多い（第11図）。その割合は73．ユ％を占

め，ひたちなか市（10．3％），水戸市（3．8％）を大

きく上回る。前住地がこのように日立市に集中す

㌧　　　鱈

目立浦

“

最終学歴（人） 居住地（人）

中学校卒（17） 福島県　2
茨城県　ユ3

その他　2
高等学校卒（47） 岩手県　2

秋田県　3
福島県　7
茨城県　27

その他　8
大学・短大卒（9） 茨城県　3

京都府　3
その他　3

大学院卒（ユ） 茨城県　1
合　計 74

注）未回答8名をのぞく。

　　　　　　　（アンケート調査より作成）

〆

ぷ

＼
竃茨城県外

0　　　　　　　　　30km

鐙㊧ひだなカ、市

水声布

　　　60人　　　＼
鰯三参8　＼

第！！図　柏野団地居住世帯における前住地の

　　　　分布

　　　　（アンケート調査より作成）
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るのは，日立製作所の工場の勝田駅周辺への新規

立地と大きく関わっているが，この点は後述する。

　柏野団地居住者の前住地における住宅の所有形態

は賃貸住宅（36．6％）がもっとも多く，社宅（26．8

％）および独身寮（u．O％）を上回っていた。前住

地で持ち家に居住していた者はわずか2．4％に過ぎ

ない。柏野団地居住者は現住地への移動によって持

ち家を取得したといえる。

　このように，賃貸住宅居住者が社宅居・住者を上

回るのは，社宅に対する需要が低かったことを意

味するものではない。柏野団地が建設されたユ960

年頃は，日立製作所が工場の新規開設や既存工場

の規模拡大などを行い，大きく発展した時期であ

る。そのため従業員数も増加し，必然的に寮・社

宅に対する需要も増大した。第皿章で検討したよ

うに，日立ライフはこの時期に寮・社宅の建設を

進めた洲。しかし入居希望者が多く，入居の順番

や推薦の順番待ちなど競争が激しかった。柏野団

地居住者に対する聞き取り調査でも，社宅の抽選

に外れたために，日立市内の市営住宅にやむなく

居住していたという事例があった。このような給

与住宅に対する需要と供給の不均衡が，前住地の

住宅所有形態に影響を与えていた。

　次に，柏野団地居住者の前住地から現住地への

移動理由を検討する2η。記述式で回答された移動理

由をまとめたところ，ユ5の移動理由が得られ，そ

れらは5つの要因に区分された（第5表）。その中

で回答率が高いのは「職場への利便性が良い」，「勤

務先の資金融資で安く購入できたため」という理由

である。要因別に見ても職場要因が他の要因以上

に重要な理由となっていることが明らかである。

　皿章で検討したように，柏野団地の建設と前後

して，勝田駅周辺には那珂工場，勝日ヨエ場，佐和

工場，東海工場が相次いで立地した。その従業員

は新規に募集されると同時に日立市内の工場から

も派遣された。彼らの多くはそれまでの勤務地で

ある日立市内に居住していた。聞き取りによると，

そのような従業員に対して日立製作所は住宅の購

入を強く勧めたという。第5表の中にも，「勤務先

の斡旋」という理由が確認できる。佐和駅に近接し

ている柏野団地では，勝田市内の工場へ移った従

業員はもちろん，日立市内の工場の従業員にとっ

第5表 柏野団地居住世帯における現住地への移動理由

　　　　　　　　　　　　（回答者数78名，複数回答）

柏野団地
要因 理　由

回答数 回答率

住宅を新規購入したため 12 15．4

住宅 前住居が手狭となったため 5 6，4

その他（老朽化など） 2 2．6

勤務先の資金融資で安く購入できたため ユ4 ！7．9

勤務先の斡旋 7 9．O
職場

職場への利便性がよい 25 32．1

会杜の移転 6 7．7

交通の便がよい 2 2．6
環境

自然環境がよい ！ ！．3

子供の小学校入学のため 2 2．6

結婚のため 5 6．4

家族 両親と同居するため 3 3．8

両親・兄弟の近くに住むため 1 1．3

その他（退職，分家など） 3 3．8

その他 その他 4 5．！

注）旧答率］工〔回答数コ÷〔回答者数（78）］×100。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（アンケート調査より作成）
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ても常磐線で通勤することが可能である。このよ

うな状況が，先に示したような前住地の日立市へ

の集中と，彼らの移動理由に現れている。

　「勤務先の資金融資で安く購入できた」という理

由に見られるように，日立製作所の住宅融資制度

が利用できたことも，柏野団地への移動を促進さ

せた重要な要因である。聞き取りによると，ユ962

年当時，社宅の1ヶ月の家賃は2400円であった

が，日立製作所の佳宅融資を利用して住宅を購入

した場合の1ヶ月当たりの支払額は2800円であっ

たという。杜宅の家賃とほぼ変わらない負担で持

ち家を取得できたことが，住宅購入を一層促進さ

せたといえよう。

　会社に関係する移動理由の回答率が非常に高

く，他の理由の回答率が概して低いことは，柏野

団地居住者の移動が会社によって定められた路線

に沿うような形で行われたことを示唆している。

　V－3　1990年代の持ち家取得

　　　　　一さわ野杜団地の事例一

　1）移動圓数

　さわ野杜団地居住世帯の世帯主の最終学歴卒業

時から現住地入居までの移動回数および入居時の

年齢を第6表に示した。大きな特徴の一つは移動

回数1回という者が一一人も存在しないことである。

このことは，さわ野杜団地居住者は最終学歴卒業

時の居住地からどこか別の居住地を経由し，その

第6表

後さわ野杜団地へ移動したことを意味している。

　入居までの移動回数4回という者がもっとも多

く14名（23．7％）を占め，ついで移動回数3回お

よび5回の者がそれぞれ工1名である。全体的に

は，さわ野杜団地居住者の入居までの移動回数

は，柏野団地居住者よりも多い。しかし，移動回

数の傾向を見ると，4回を中心として2回から6

回の間に分散しており，移動回数の多い者から少

ない者まで多様である。

　現住地への入居年齢は，30－34歳，35－39歳の

階層が卓越し，両者を合わせると40名（67．8％）

を占める。彼らの移動回数は4回を中心としてそ

の前後に分散していることが確認できる。また40

歳以上の者でも，移動回数が2回と少ない者から

5回の者まで様々であり，入居時の年齢と移動回

数の間に明確な関係は見いだせない。

　さわ野杜団地居住者の全体的な傾向として，4

回前後の移動を経て30歳代でさわ野杜団地に移動

している。しかしその一方で，特定の移動回数や

移動時の年齢への偏りは少なく，柏野団地に比べ

て入居者が多様化したことが示唆される。

　2）最終学歴卒業時の居住地

　さわ野杜団地居住世帯における世帯主の最終学

歴および卒業時の居住地を第7表に示した。世帯

主の最終学歴は大学・短大卒の者がもっとも多く28

名（47．5％）を占める。大学院卒も10名（16．9％）

を数え，この両者を合わせた高等教育卒業者の割

さわ野杜団地居住世帯における移動回数と入居時の年齢

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：回答数
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合は64．4％に達する。一方，柏野団地で63．5％

を占めていた高等学校卒業者はユ9名（32．2％）で

ある。柏野団地に比べ，さわ野杜団地居住者では

高学歴化が進行している。

　卒業時の居住地を見ると，中等教育卒業者は2ユ

名中14名（66．7％）が茨城県に居住していた。彼

らは日立市，水戸市，ひたちなか市（勝田市・那

珂湊市）などの茨城県の中でも近隣の地域に居住

していた。柏野団地の場合と同様に，中等教育卒

業者の多くは卒業時点には，ひたちなか市の周辺

地域に居住していた。

　一方，高等教育卒業者の卒業時における居住地

は北海道から広島県，高知県まで日本の全域に分

布している。その中でもっとも多いのは茨城県で

あるが，その割合は高等教育卒業者の約30％に過

ぎない。また東京や千葉県などの東京大都市圏内

に居住していた者も見られるが，その割合は10％

程度である。高等教育卒業者は，特定の地域への

偏りは少なく，全国的に分散していた。

　このように高等教育機関の卒業者が全国的に分

布していることは，就職した場合に移動が必要と

なることを意味する。先に検討したように，さわ

第7表　さわ野杜団地居住世帯における世
　　　　帯主の居住地（最終学歴卒業時）

野杜団地の居住者が柏野団地居住者に比較して移

動回数が多い傾向にあるのは，卒業時点の居住地

の広域化と関連していると考えられる。

　3）前住地から現住地への移動

　さわ野杜団地居住者の前住地は，日立市（47．1

％），ひたちなか市（37．3％），東海村（ユ7．6％），

水戸市（5．2％）などに分布が見られる（第ユ2図）。

　柏野団地と同様に，前住地が日立市である者が

卓越するが，その割合は柏野団地（73．1％）より

大きく減少している。その一方で，ひたちなか

市，東海村からの移動は増加している。東海村か

らの移動が増加したのは，さわ野杜団地が東海村

と隣接した地域にあることも関連していると思わ

れる。

　さわ野杜団地居住世帯の前住地における住宅所

有形態をみると，前住地の住宅が持ち家であった

者は11．8％であった。さわ野杜団地居住者の多

くも，現住地に移動することによって持ち家を取

得したことが明らかである。

　前住地の住宅所有形態でもっとも多かったのは

貨立箭

最終学歴（人） 居住地（人）

中学校卒（2） 茨城県　2
高等学校卒（19） 福島県　3

茨城県　12

その他　4
大学・短大卒（28） 北海道　2

茨城県　10

千葉県　2
東京都　6

神奈川県　2

その他　6
大学院卒（10） 北海道　2

茨城県　4
大阪府　2
その他　2

合計 59

㊥鮒

　士ちなか市

（アンケート調査より作成）

第12図　さわ野杜団地居住世帯における前住

　　　　地の分布

　　　　　（アンケート調査より作成）
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社宅（55．9％）であり，賃貸住宅（23，7％）を30

ポイント以上上回っている。独身寮を加えると前

住地で給与住宅に居住していた者は全体の59．3

％に達する。皿章で述べたとおり，近年は給与住

宅の需要とバランスがとれており，入居を希望す

る者のほぼ全員が給与住宅に入居可能である。そ

のため，さわ野杜団地居住者の多くが給与住宅を

経て持ち家を取得する移動連鎖を経験していると

考えられる。

　次に，現住地への移動理由を検討する（第8

表）。さわ野杜団地居住者は前住地で社宅に居住

していた者が多数を占めていたが，「社宅定年のた

め」という理由で移動した者は少ない。会杜など

に定められた制限によってやむなく移動するので

はなく，移動者自身の判断で主体的に行っている

と推測できる。

　移動理由の申でもっとも回答数の多かった理由

は「前住居が手狭となったため」というものであ

る。この理由を回答した者は移動者全体の約半数

を占めている。

　家族に関する要因の申でも，「子供の小学校入学

のため」という理由の回答率が高いことは注目さ

れる。この理由は，子供が小学校入学後に転校す

ることを避けるために，小学校入学前にさわ野杜

団地に移動したことを意味する。家族要因の中で

も特に「子供」が判断の基準となっていることは

特徴的である。また，子供が小学校に入学する時

期は，住宅により広いスペースが必要となる時期

とも考えられ，先の住宅に関する要因とも関わっ

て，移動が行われたと考えられる。

　さわ野杜団地居住者の移動理由の特徴は，住

宅，職場，環境，家族という各要因の中に，回答

率の高い移動理由が見られることである。このこ

とは，さわ野杜団地居住者が特定の要因，理由に

よって現住地に入所したのではなく，移動者個人

の状況に応じて居住地を選択したことを示唆して

いる。

　v－4　持ち家取得行動の変化

　本節は2つの住宅団地居住者の持ち家取得行動

を時系列な流れの中で捉え，その変化を検討す

る。片瀬ら（ユ984）を参考にして，2つの住宅団

地居住者の持ち家取得行動を住宅所有形態の面か

ら示したのが第9表である。

第8表 さわ野杜団地居住世帯における現住地への移動理由

　　　　　　　　　　　　　（回答者数58名，複数回答）

さわ野杜団地
要因 理由 回答数 ％

住宅を新規購入したため 9 ユ5．5

住宅 前住居が手狭となったため 26 4418

その他（老朽化など） 5 8．6

勤務先の資金融資で安く購人できたため 5 8．6

職場 職場への利便性がよい 7 12．1

社宅定年のため 3 5．2

交通の便がよい 6 10．3
環境

自然環境がよい 7 12．！

子供の小学校入学のため 7 ユ2．ユ

両親と同居するため ！ 1．7

家族
両親・兄弟の近くに住むため 5 8．6

その他（退職，分家など） 1 1．7

その他 その他 1 1．7

注）旧答率〕二［回答数コ÷［回答者数（58）］×100。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（アンケート調査より作成）
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　1960年代は，日立製作所の規模拡大期にあた

り，給与住宅の需要と供給のバランスがとれてい

なかった。そのため，給与住宅を経て持ち家に至

るパターンのみではなく，卒業時の居住地に居住

しつづけ直接持ち家取得に至るパターンや，賃貸

住宅を経て持ち家を取得するパターンなど，住宅

所有形態からみると持ち家取得に至るパターンは

多様であった。一方，1990年代になると寮・社宅

の整備が終了していたために，寮→社宅→持ち家

というパターンや杜宅から持ち家に至るパターン

など，給与住宅を経て持ち家に至る者が多数を占

めている。住宅所有形態の変化からみると，1990

年代のほうが給与住宅を利用して持ち家に至るパ

ターンを有している。

　次に，移動理由の変化を検討する。2つの住宅

団地居住者の移動理由を要因ごとにまとめたのが

第13図である。柏野団地とさわ野杜団地を比較す

ると，現住地への移動要因が大きく変化したこと

が明らかである。1960年代の柏野団地への移動で

は職場要因が非常に重要であり，その他の要因は

それほど重視されていない。それに対して，1990

年代のさわ野杜団地への移動では職場要因の重要

性が低下し，住宅要因がもっとも重要となった。

また，家族要因，環境要因もその重要性を増して

いる。

　企業内デベロッパーが社内の住宅政策を実現す

るために住宅開発を行った1960年代は，居住者の

移動は職場に関する要因と密接に関わっており，

その他の要因は重要性が低かった。しかし，企業

内デベロッパーの役割が変化し，一般のデベロッ

パーとして住宅の分譲を行うようになった1990年

代になると，移動者自身が自らの居住地の環境を

能動的に選択する住宅要因や環境要因などが重要

住宅要因
70％

その他㌧／　　職場要因

　　　　＼＼

　　　　囲籔醐1960年代（柏野団地）

　　　　一※一1990年代（さわ野杜団地）

第13図 開発年代による持ち家取得要因の変化

　（アンケート調査より作成）

注）第5表，第8表で示した移動理由の

　　回答率を要因ごとに合計した。

第9表 住宅所有形態の変化からみた持ち家取得行動の変化

住宅所有形態の変化

1960年代（柏野団地） 　！990年代（さわ野杜団地）

世帯数 ％ 世帯数 ％

1 卒→寮→杜宅→持家（現住地） 9 12．2 22 37．9

卒　→　　寮　　→　持家（現住地） 21 28．4 10 17．2〔
∠
一
つ
J 卒　→　社宅　→　持家（現住地） 4 5，4 13 22．4

4 卒→民間賃貸住宅→持家（現住地） ユ6 21．6 8 ！3．8

卒　　　　→　　　　持家（現住地） 12 ユ6．2 2 3．4⊆
U
一
ρ
o 卒　→その他→　持家（現住地） 12 16．2 3 5．2

計 74 100．O 58 100．O

注）「卒」は最終学歴卒業時点を意味する。

　　移動時の年齢や移動時期などは考慮していない。

　　柏野団地の不明8世帯，さわ野杜団地の不明ユ世帯を除く。

（アンケート調査より作成）
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となった。

　また，持ち家取得と密接に関わる住宅購入資金

の調達方法も大きく変化した（第10表）。1960年代

にもっとも利用されたのは勤務先からの融資（70．7

％）で，自己資金を用いた者は46．3％で半数に満

たない。住宅購入資金の組み合わせは，自己資金

と勤務先の融資を組み合わせた者より，勤務先の

融資のみで住宅を購入した者の方が多い。企業の

住宅融資制度の充実によって社宅に居住するのと

ほぼ同程度の負担で持ち家の購入が可能となった

ことが，持ち家取得を促進させたといえよう。一

方で，このことは住宅融資という金銭的賃借関係

によって定年まで企業に拘束されるという側面も

持ち合わせている28〕。

　一方，1990年代になるとほとんどの場合，自己

資金（96．6％）および公的機関の融資（84．7％）

が利用された。勤務先からの融資を利用する者は

45．8％に減少した。もちろん，住宅購入時の経

済状況による金利等の有利，不利は考えられる。

しかし，住宅を購入する際に勤務先の融資を利用

する者は減少し，自己資金を中心として様々な資

金を組み合わせて住宅を購入している。

V　おわりに

　企業城下町という性格を有するひたちなか市に

おいて，工場従業員の住宅を供給してきた企業内

デベロッパーの役割が時代とともに変化したこと

をふまえて，本報告は企業内デベロッパーによっ

て開発された住宅団地居住者の持ち家取得行動の

変化を検討した。

　日立製作所の企業内デベロッパーである日立ラ

イフはユ960年代に，親会杜の住宅政策を実行する

ために従業員向けの住宅地開発を行った。この時

期に開発された住宅団地には，賃貸住宅や社宅か

第10表　住宅購入資金の調達方法

ユ960年代（柏野団地）

自己資金
勤務先から　の融資 公的機関の　融資 銀行などの　融資 親・親類などの援助

世帯数　％

◎ ◎ ユ5　　18．3

　資金の組み合わせ葺 ◎ ◎ 6　　7．3
◎ ◎ 13　　15．9

◎ 16　　！9．5

利用率2（％） 46．3 70．7 42．7 14．6 8．5

1990年代（さわ野杜団地）

自己資金
勤務先から　の融資 公的機関の　融資 銀行などの　融資 親・親類などの援助

世帯数　％

◎ ◎ ◎ ◎ 7　　11．9

◎ ◎ ◎ 王5　25．4
　資金の組み合わせ3

◎ ◎ ◎ 9　　ユ5．3

◎ ◎ ◎ 5　　8．5
◎ ◎ 7　　ユユ．9

利用率1（％） 96，6 45．8 84．7 32．2 30．5

1全82世帯のうち5％を超える世帯の資金の組み合わせ。

2全82世帯のうち当該資金を利用した世帯の割合。

3全59世帯のうち5％を超える世帯の資金の組み合わせ。

4全59世帯のうち当該資金を利用した世帯の割合。

（アンケート調査より作成）
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ら持ち家を取得するために移動した親会社の従業

員が集中して居住した。さらに，子会社の経営す

る商店が設置されるなど，この時期に開発された

住宅団地はいわば「準社宅」ともいうべき性格を

有していた。居住者の移動理由や住宅の購入資金

に至るまで，居住者の持ち家取得行動に企業の方

針が非常に強い影響を与えていた。

　一方，一般のデベロッパーとして住宅の分譲を

行うようになった1990年代になると，給与住宅に

居住した後に持ち家を取得する者が増加した。し

かし，移動理由や住宅の購入資金の面に対する企

業の影響は非常に小さくなった。特に，子供に象

徴されるような家族に関する要因や，居住地の周

辺環境が重視されるなど，移動理由の多様化が見

られた。このことは，居住者が持ち家を取得する

前に企業の福利制度の一つである給与住宅を活用

し，個人のライフステージに応じて，居住地を主

体的に選択して持ち家取得を実現していることを

示唆している。

　時代に応じて企業内デベロッパーの役割が変質

する一方で，住宅団地居住者も企業の方針に従っ

て持ち家を取得するのではなく，企業の福利制度

を活用しながら自らの意志によって持ち家取得を

行うように変化している。つまり，企業内デベ

ロッパーが有していた親企業の制約という条件が

弱まったために，居住者の多様な選択を受け入れ

ることが可能となったのである。

　企業内デベロッパーは，企業城下岡丁における住

宅供給に多大な役割を果たし，地域の人口構造や

属性に影響を与えてきた。本報告で検討したよう

に，その役割の変化が居住者の持ち家取得行動に

影響を与えていたことは，企業内デベロッパーの

存在がひたちなか市の居住者属性を規定する重要

な要因であることを意味する。今後企業城下町に

おける人口特性を検討する際に，企業内デベロッ

パーと居住者に注目する視点が有効であると考え

られる。

　本報告では企業内デベロッパーによって開発さ

れた住宅団地居住者のみに焦点を当てたが，ひた

ちなか市ではいわゆる「勝田方式」によって行政

が主導して開発した住宅団地も存在する。そのよ

うな住宅団地居住者の持ち家取得行動も検討する

ことによって，企業城下1町における持ち家取得行

動をより深く理解することができると考えられる

が，それは今後の課題である捌。

　現地調査の際には，日立製作所の南　陽一氏，小野　実氏，日立ライフの真田　繁氏，滝　英男氏，

梶山　潤氏およびひたちなか市企画部統計課の皆様にご協力いただき，柏野団地，さわ野杜団地，常盤

台団地にお住まいの方々にはアンケート調査および聞き取り調査で大変お世話になりました。

　末筆ながら，以上を記して感謝申し上げます。
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